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貸  借  対  照  表 

（平成２３年３月３１日現在） 

       （単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金  額 科   目 金  額 

流 動 資 産 ３９，０２９ 流 動 負 債 １３，８９４

現 金 及 び 預 金 １，５８３ 工 事 未 払 金 １２，２１３

預 け 金 ５，６９４ １ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 ０

受 取 手 形 ７２ リ ー ス 債 務 ６６

完成工事未収入金 ２３，９６５ 未 払 金 ５７４

売 掛 金 ９１ 未 払 法 人 税 等 ４９４

関 係 会 社 株 式 １，６８３ 未 払 費 用 ２５２

未成工事支出金 ４，５７２ 未成工事受入金 １２１

材 料 貯 蔵 品 ３３７ 預 り 金 ８３

短 期 貸 付 金 １ 工 事 損 失 引 当 金 ８３

前 払 費 用 １１９   完成工事補償引当金   ３

繰 延 税 金 資 産 ３１ 固 定 負 債 ７２４

そ の 他 ８７７ 長 期 借 入 金 ０

  貸 倒 引 当 金 △２   長 期 未 払 金 １２７

固 定 資 産 １８，４２４     リ ー ス 債 務 １４３

 有 形 固 定 資 産 １１，３０９ 退職給付引当金 ４４０

建 物 ５，２９２ 資 産 除 去 債 務 １２

構 築 物 ２４４  

機 械 及 び 装 置 １ 負 債 合 計 １４，６１８

車 輌 運 搬 具 ４

工具、器具及び備品 ４０２
純 資 産 の 部 

 土 地 ５，１５３

 リ ー ス 資 産 ２１０

株 主 資 本 

資 本 金 

４２，５５４

５，６１０

無 形 固 定 資 産 ９５３ 資 本 剰 余 金 ４，１０４

ソ フ ト ウ ェ ア ９４２ 資 本 準 備 金 ４，１０４

ソフトウェア仮勘定 ８ 利 益 剰 余 金 ３２，８３９

そ の 他 ３ 利 益 準 備 金 ９１６

投資その他の資産 ６，１６１ その他利益剰余金 ３１，９２２

投 資 有 価 証 券 １，９１１ 固定資産圧縮積立金 ２５９

関 係 会 社 株 式 ３，３１３ 別 途 積 立 金 ２９，６８０

従業員に対する長期貸付金 ０ 繰越利益剰余金 １，９８２

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 ０ 評価・換算差額等 ２８０

  敷金及び保証金 ４２１ その他有価証券評価差額金 ２８０

  破産債権、更生債権等 ０  

繰 延 税 金 資 産 ２９６  

そ の 他 ２６１  

貸 倒 引 当 金 △４３  

 純 資 産 合 計 ４２，８３５

資 産 合 計 ５７，４５４ 負債・純資産合計 ５７，４５４

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 



損  益  計  算  書 

 

自 平成２２年４月 １日 

至 平成２３年３月３１日 

（単位：百万円）  

科    目 金     額 

完 成 工 事 高 １００，００３

完 成 工 事 原 価 ９０，１１３

完 成 工 事 総 利 益 ９，８８９

販売費及び一般管理費 ８，３５８

営 業 利 益 １，５３１

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 １１

有 価 証 券 利 息 ０

受 取 配 当 金 １０３

不 動 産 賃 貸 料 ６１

雑 収 入 ４０ ２１７

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 ２

近 隣 対 策 費 ２１

雑 支 出 １８ ４２

経 常 利 益 １，７０６

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益  

投 資 有 価 証 券 割 当 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

投資損失引当金戻入益 

資産除去債務履行差益 

３３５

１０

２０

１， ５４８

２ １，９１６

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 １０５

減 損 損 失 ３０

会 員 権 評 価 損 

経 営 統 合 費 用 

２４

２０８

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 

震 災 関 連 費 用 

２２

５ ３９７

税 引 前 当 期 純 利 益 ３，２２６

法人税、住民税及び事業税 ５３４

法 人 税 等 調 整 額 ２１８ ７５２

当 期 純 利 益 ２，４７３

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 
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個  別  注  記  表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直 

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金……個 別法によ る原価法              

材 料 貯 蔵 品……移動平均法による原価法 

           （収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

（会計方針の変更） 

       従来、材料貯蔵品の評価基準及び評価方法として先入先出法による原価法を採用してお 

りましたが、当事業年度より移動平均法による原価法に変更いたしました。 

     この変更は、親会社との会計処理基準の統一を図るために行ったものであります。なお、

この変更による影響は軽微であります。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額 

法を採用しております。また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間で均等償却する方法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

建 物 ６～６５年 

その他 ５～５０年 

平成１９年３月３１日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了し 

た翌事業年度から５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ    

く定額法を採用しております。 

（３）リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 
なお、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リー 

  ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しており 
ます。 
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３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 
① 一 般 債 権……貸倒実績率によっております。 
② 貸倒懸念債権等……個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており 

ます。 
（２）投資損失引当金 

子会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、将来発生する可 

能性のある損失見込額を計上しております。 

（３）工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込 

まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上し 

ております｡ 

（４）完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過去一定期間の補償実績率による算定額を 

計上しております。 

（５）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）に 

よる定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により翌事業年度から費用処理

しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

（１）完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上基準は、事業年度末日までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その

他の工事契約については工事完成基準を適用しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  （１）消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

６．重要な会計方針の変更 

（１）資産除去債務に関する会計基準等 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月 

31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21号 平

成 20年３月 31日）を適用しております。 

     これにより、当事業年度の営業利益、経常利益がそれぞれ 81百万円、税引前当期純利益が 

102 百万円減少しております。 

（２）企業結合に関する会計基準等 

         当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 20 年 12 月

26 日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 23 号 平成 20 年 12
月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 

平成 20 年 12 月 26 日）を適用しております。              
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（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額             ４，４８５百万円 

 

２．保証債務 

①従業員の住宅ローンに対して、債務保証を行っております。 

     ３９６百万円 

      ②下記子会社の中央資材株式会社に対する債務に対して、債務保証を行っております。 

           東邦建株式会社          ２８百万円 

            大明ネクスト株式会社        ０百万円   

                      合  計                      ２８百万円 

 

３．親会社株式 

   流動資産（関係会社株式）        １，６８３百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権               ６，８０３百万円 

短期金銭債務               ７，５０５百万円  

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

完 成 工 事 高 ２７５百万円 

完 成 工 事 原 価 ４５，４２０百万円 

販売費及び一般管理費 ８０９百万円 

営業取引以外の取引高 １０４百万円 

 

２．減損損失 

       当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

場所 用途 種類 減損損失（百万円） 

東京都江東区 共用資産 ソフトウェア ３０

       当社は、管理会計上の区分に基づき事業本部別に資産のグルーピングを行っております。    

当事業年度において、上記の共用資産については、回収可能性が認められなくなったことか 

ら、帳簿価額全額を減損損失として計上しております。 
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